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107,50021,50021,50021,50021,50021,500
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実施スケジュール
項目 24年度以前 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度以降

向こう5年間の直接事業費の推移
26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 5年間の実績

19265
840千円

千円 19123
750

0
01560

19271
25年度実績9月末の実績25年度予定

事業活動の実績（活動指標）
24年度実績単位項目

広報区長・委員手当
広報区長研修

評価対象外事業
広報区長会事業事務事業名

予算科目

総合計画での位置付け
参画と協働の郷(くに)づくり
住民自治の推進

公共建設事業一般事務平成25年度事務事業評価シート
該当事業（評価対象外事業は基本情報のみ記載）

総務課

伊予市広報区長及び広報委員に関する規則第１条・第５条
根拠法令等

【開始年度】 平成 【開始年度】実施期間

武智 茂記
所管課情報 担当課： 508

所属長： 担当責任者：記入者情報
事業の性格

電話番号（内線）：

法定事務

事業の対象 伊予市広報区長・広報委員

佐々木 正孝

広報区長業務の軽減を図るため、引き続き各課へ広報発送と併せて区長への業務依頼を行うよう依頼すると
ともに、広報発送と併せて送付している回覧文書についても、行政が行わなくてもよいものを取捨選択し、広報
区長・広報委員の業務量の軽減を図る。また、長期的に、広報区長制度のあり方について、先進地事例の検
討を開始する。

特になし

広報関連業務（市政に関する施策及びその他広報事項の普及啓発）・広聴業務（市政に対する民意のちょう
達）の増進参画と協働にかかる研修の実施（区長研修）

事業の目的

伊予市広報区長50人による協議会を設立し、各地区の問題事例等の協議を実施するとともに、市からの広報
広聴業務について、市内一円で統一した見解のもと事業等を実施している。また、市からの依頼事項について
の対応も図っている。事業の内容

改善策の
具体的

取り組み
（当初）

改善策の
具体的

取り組み

事業費及び財源内訳
25年度決算9月末の執行状況25年度予算24年度決算

事業費
20,360
3,599
0

21,488
3,660
25,148 2,063

1,830
233 20,215

3,660
23,875

人件費
内訳

財源内訳

項　　　目
直接事業費
人件費
合計
人工数
人件費単価
補助事業人件費
人件費
国庫支出金
県支出金
地方債
その他
一般財源

0
0
0
0

25,148

0.45
7,999
0

3,599
0
0
0
0

23,959 23,875

0.45
8,135
0

3,660
0

0
0

0
2,063
0
0
0
0

1,830
0

8,135
0.230.45

8,135
0

3,660
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二次評価

二次評価
（所属部長）

課題認識

　広報区長会から業務軽減の要望が度々出されるが、広報区長も広報区長としての業務なのか、地元代
表者としての業務なのかの線引きが出来ていない状況である。「広報区長及び広報委員に関する規則」
で定める業務を明確に示す必要がある。ただし、市が依頼する業務は多岐に渡っており、自己評価者の
意見のとおり、各課に業務削減の依頼を継続する必要がある。　広報区長制度自体の見直しを検討する
必要性があるのではないか。

一次評価結果のとおり事業継続と判断するが、以下の課題を新たに追加する。

意見、課題
 役員のなり手がいない地域が出てきており、地域での人材育成と制度そのものの見直しの時期が来てい
るように思う。参画と協働のまちづくりを進めていくための新たな仕組みも検討されたい。

コスト効率 3
受益者負担の適正 3

C

課題認識

一次評価

一次評価
（所属長）

妥当性
目的の妥当性 4

B市民ニーズへの対応 4
市の関与の妥当性 4

有効性
事業の効果 3

C成果向上の可能性 3
施策への貢献度 3

効率性
手段の最適性 3

妥当性

有効性

効率性

自己評価
（担当責任者）

B

C

C
手段の最適性 3

コスト効率 3

成果向上の可能性 3
施策への貢献度 3

市の関与の妥当性 4
事業の効果 3

区長業務の削減の要望が度々出されることにより、再度各課に、業務見直しの検討を依頼する必要があ
る。当面、現在の広報区長・広報委員制度で運営する必要があるが、長期的に考えて、制度の抜本的な
見直しも必要になるのではないか。その際には、広報区長担当のみに留まらず、市全体でどのような体制
にしていくのかを検討する必要があると考える。住民自治の先進事例を研究する必要がある。

自己評価
4目的の妥当性

市民ニーズへの対応 4

成果指標

指標設定の
考え方

民意のちょう達及び行政情報の伝達が広報区長の主要業務であることから、各地区広報区長会から行政に
対しての要望等となる持ち寄り議題数を指標とした。

目　　標
実　　績

区分年度 24年度 25年度 26年度
20202020

受益者負担の適正 3

00921

成果指標
広報区長協議会定例会に各地区から持ち寄られる持ち寄り議題数
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行政評価委員会の答申

外部評価
（行政評価委員会）

経営者会議の最終判断

事業の方向性

意見、課題

二次評価の内容を踏まえ見直すこと。

下記の点を見直しの上、継続する。


